
新たな「地理空間情報活用推進基本計画」の策定について

○ 平成19年5月 議員立法により「地理空間情報活用推進基本法」が成立 (同年8月29日施行)

○ 基本法第9条の規定に基づき、政府は、「地理空間情報活用推進基本計画」を策定 （平成20年4月15日閣議決定）
○ 現行の基本計画は平成23年度までとなっており、これまでの成果と社会情勢の変化による課題を踏まえて、今回、新た

な基本計画を策定（計画期間：平成24～28年度）

計画の概要

衛星測位
GPS衛星

地番

道路建物

住居表示 カーナビ

歩行者ナビ GIS

デジタル化さ
れた地理空間情
報を電子地図上
で一体的に処理
して視覚的な表
現や高度な分析
を行う情報
システム

人工衛星から発射される信号を用い
て位置や時刻情報を取得したり、これ
らを利用して移動の経路等の情報を取
得すること

誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を使ったり高度な分析に基づく的確な情報を入手し行動できる

「地理空間情報高度活用社会（Ｇ空間社会）の実現」

地理情報システム（ＧＩＳ）
Geographic Information System

衛星測位（PNT）
Positioning, Navigation and Timing

地理空間情報活用推進基本計画
（平成20年４月15日 閣議決定 ）

地理空間情報活用推進基本法
（平成19年５月30日 法律第63号 ）

地理空間情報活用推進会議

議長 内閣官房副長官（政務及び事務）

議長代理 内閣官房副長官補

副議長 内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、

経済産業省、国土交通省の各担当局長級

構成員 その他の関係省庁の局長級
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